








Modern Japanese Life Course : A Sociological Approach 
 
 









































目  次 
 
まえがき  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
 
目次  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 
 


















































































第８章 「ひとりぼっち」社会の到来  ・・・・・・・・・・・・・・ 157 
第１節 「ひとりぼっち」という概念 
第２節 増加する孤独死 























































































































































                                                   
1 内田治ほかによる『SPSS によるテキストマイニング入門』（2012, オーム社）のような
マニュアルも出版されている。 


































                                                   


































出典：「平成 23（2011）年度全国母子世帯等調査」より作成。 実施：厚生労働省 
                                                   
6 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室, 2012 年９月７日『平
成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報告（平成 23 年 11 月 1 日現在）』「表 16－(７) 母子世
帯の預貯金額」40 頁（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j6es-att/2r9852000002j6rz.pdf, 























人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 1,323 325
％ 59.4% 8.6% 11.7% 5.7% 3.9% 1.4% 3.1% 1.3% 5.0% 100.0%





















人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 325 1,648
％ 47.7% 6.9% 9.4% 4.6% 3.1% 1.1% 2.5% 1.0% 4.0% 19.7% 100.0%


























































出典：『2008 年警察白書』〔データは 2007 年〕より作成。 
 






































出典：『2009 年警察白書』〔データは 2008 年〕より作成。 
翌 2008 年以降のデータは、60 歳代、70 歳代、80 歳代以上というカテゴリー
へと細分化された。図２をみると、自殺者が多いのは 50 歳代であることが分か
















                                                   
10 2012 年の自殺者が最も多い年齢層は、60 歳代になっている。 
11 各年の犯罪白書は、警察庁の URL（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/nendo_nfm.html）か









































































































































































































































































出典：「国土交通白書 2013 第２章－第２節住まい方の変化」より作成。 
                                                   





































































































西暦 男性 女性 
2000 年 28.8 歳 27.0 歳 






出典：「国土交通白書 2013 第２章－第２節住まい方の変化」より作成。 




























































表４：1965 年生まれ世代の 2010 年 45 歳時点 
 
 
表５：1965 年生まれ世代の 2000 年 35 歳時点 
 
 




全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 24.6% 69.5% 0.4% 5.5% 100.0% 14.3% 75.1% 1.2% 9.3% 100.0%
東京都 29.4% 66.3% 0.3% 4.0% 100.0% 21.4% 70.4% 0.8% 7.4% 100.0%
全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 31.4% 65.9% 0.1% 2.6% 100.0% 18.9% 75.2% 0.4% 5.5% 100.0%
東京都 40.1% 57.4% 0.1% 2.3% 100.0% 26.6% 68.5% 0.3% 4.7% 100.0%
全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 80.4% 19.2% 0.0% 0.4% 100.0% 59.8% 39.1% 0.1% 1.1% 100.0%







表７：正規雇用と非正規雇用の推移         単位：％ 
西暦 
全体 男性 女性 
正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 
1984年 84.7 15.3 92.3  7.7 71.0 29.0 
1990年 79.8 20.2 91.3  8.7 61.9 38.1 
2013年 63.8 36.2 79.8 20.9 44.6 55.4 
出典：総務省「労働力調査特別調査（1984～2001 年）」、 


































図７： 1949～2012 年の民間給与額の推移 
出典：国税庁長官官房企画課「平成 24 年分民間給与実態統計調査」より作成。 
































































































































































































































































































































































































社会学は 1839 年にフランスで誕生した学問である。1839 年刊行の A.コント

































                                                   
2 Auguste Comte, 1839,“La partie dogmatique de la philosophie sociale”, Cours de 
philosophie positive, par, t. 4, Bachelier.（＝1970, 清水幾太郎責任編集『コント／ スペン
サー 世界の名著 36』中央公論社.）。同書邦訳版は、コントの「第 50 講 社会静学、すな






番号 苗字 欧文表記 出生・没年 出身国 亡命・移住 代表的な著書類　※出版年原書 出身背景等 名言・考え方等 有名な概念等
1 サン-シモン Saint-Simon 1760-1825 フランス 社会学の祖コントを弟子として
育てたことで有名。











































































12 テンニース Tönnies, Ferdinand 1859-1936 ドイツ 『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト』 形式社会学の先駆者 ゲマインシャフト/ゲゼルシャフト























































番号 苗字 欧文表記 出生・没年 出身国 亡命・移住 代表的な著書類　※出版年原書 出身背景等 名言・考え方等 有名な概念等























































Relations Area Files（略称HRAF フ
ラーフ）】の開発で有名。
























































































































番号 苗字 欧文表記 出生・没年 出身国 亡命・移住 代表的な著書類　※出版年原書 出身背景等 名言・考え方等 有名な概念等



























































































































































番号 苗字 欧文表記 出生・没年 出身国 亡命・移住 代表的な著書類　※出版年原書 出身背景等 名言・考え方等 有名な概念等
46 ブルデュー Bourdieu, Pierre 1930-2002 フランス 『ディスタンクシオン』（1979年） 現代フランスの代表的な社会
学者の一人。
調査を重視 ハビトゥス、プラティーク、文化資本
47 ウォーラスティン Wallerstein, Immanuel 1930- アメリカ 『資本主義世界経済』 「世界システム論」の理論的提唱者・
指導者。








49 エルダー Elder, Glen H., Jr. 1934- アメリカ 『大恐慌の子どもたち　―社会変動
と人間発達』
社会学者、発達心理学者。 マクロ―メゾ―ミクロ ライフコース研究の先駆者



























































































































































































                                                   
7 『新社会学辞典』820 頁には 1850 年とあるが、原書を確認すると Preface が 1850 年 12
月に記載されおり、『社会静学』の出版年は 1851 年であると断定した。 
8  Spencer, Herbert, 1851, Social statics, or, The conditions essential to human 
happiness specified, and the first of them developed, LONDON: John Chapman.を参照
されたい。原書のタイトルでは、human happiness（人類幸福）が大きめの字で強調され
ている。一部訳が清水幾太郎編, 1970,『コント／ スペンサー 世界の名著 36』中央公論社
に収録されている。 































                                                   
10 ダーウィンの生物進化論を表した『種の起源』は、マンガ版を含めて幾つもの邦訳書が
存在する。例えば、最も古い邦訳書は 1914 年の大杉榮訳（新潮社）である。比較的文体が
読みやすい年代だと、1988 年には堀伸夫, 堀大才訳（槇書店）があり、1990 年には八杉龍
一訳（岩波書店）等がある。原書は、Darwin, Charles , 1859, On the origin of species : by 
means of natural selection, or the preservation of favoured races in the struggle for life, 
J. Murray である。 
11 マルサスの『人口論』は、1910 年の三上正毅訳（日進堂）のほか、1973 年の永井義雄
訳（中央公論社〈中公文庫〉）、近年では 2011 年の斉藤悦則訳（光文社〈光文社古典新訳文
庫〉）等がある。原書は、Malthus, Thomas Robert, 1803, An essay on the principle of 
population, or, a view of its past and present effects on human happiness : with an 
inquiry into our prospects respecting the future removal or mitigation of the evils which 
it occasions, Printed for J. Johnson.である。『人口論』は、マルサスが 1798 年に匿名の小
冊子として表したのが最初である。その後、各国を歴訪して調査を実施して論文を追加し




































                                                   
12 Tönnies, Ferdinand, 1887, Gemeinschaft und Gesellschaft: Grundbegriffe der reine 




５．E.W.バージェス（Burgess, Ernest Watson：1886-1966） 
 バージェスはアメリカ人である。彼は、家族を「相互作用する人格の統合体」
と規定した。また、家族は制度家族から友愛家族へと発展することを説いた。













































サムナー スペンサー推進派 座学・思弁的・ 




















第３期 1950 年代～ マクロ パーソンズ 構造－機能主義 理論研究 
第４期 1960 年代～ ミクロ 
シュッツ 現象学的社会学 現象学的分析 
ガーフィンケル エスノメソドロジー 会話分析等 
第５期 1970 年代～ 
マクロ－




















































































２． M.ウェーバー(Weber, Max：1864-1920)の方法論的個人主義 
個人の視点から社会をみる方法論的個人主義の代表作は、M.ウェーバー17の『プ
ロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』18である。M.ウェーバーは、強度


























年の中山元訳（日経 BP 社〈日経 BP マーケティング〉）、名訳では、1989 年版を読みやす
くした 1991 年の大塚久雄訳（岩波書店）や、1994 年の安藤英治編、梶山力訳（未来社）
がある。原書は、Weber, Max, 1934, Die protestantische Ethik und der Geist des 




































































                                                   
19 本筋から逸れるがクーリーには殆ど注目されていない交通研究に関する分野での成果が



















６．H.ブルーマー（Blumer, Herbert George：1900-1987） 
ブルーマーが象徴的（シンボリック）相互作用論を提唱したのは 1937 年のこ
とである。学界では 1969 年に公表された“Symbolic Interactionism”以降に
注目を集めるようになった。象徴的相互作用論は、1930 年代に誕生したが、そ
の後、複数の方向へと学説が応用展開されている。 





























                                                   















































































                                                   


























































































































  成年期 




Ⅴ 思春期  
と 
  青年期 
    同一性 
対 
役割混乱 
   
Ⅳ 潜在期 
   勤勉 
対 
劣等感 
    
Ⅲ 移動   
性器期 
  自発性 
対 
罪悪感 
     
Ⅱ 筋肉 




      
Ⅰ 口唇  




       
         １    ２    ３      ４    ５       6       ７    ８ 








































                                                   
1 森岡清美「家族周期」, 184-185、高橋勇悦「ジンマーマン」, 798、森岡清美, 塩原勉ほ
か編集代表, 1993,『新社会学辞典』有斐閣. 森岡清美, 望月嵩, 1983/1992,『新しい家族社
会学』培風館, 64. 






































                                                   
3 例えば、Glick, Paul C., 1980 , The Life Cycle of American Families: an Expanded 
















にして批判的に検討している7。 また、R.ヒルは、その系統を S.フロイト（Freud, 










                                                   
4 Rodgers, Roy H.; White, James M., 1993, Family Development Theory, Boss, P.G. et al. 
(Eds.), Sourcebook of Family Theories and Methods: A Contextual Approach, New York: 
Plenum Press, 225-254. 








8 Hill, Reuben; Mattessich, Paul, 1979, Family development theory and life-span 
development, Baltes, Paul B.; Brim, Orville G., Jr. (Ed.), Life-Span Development and 
Behavior, Vol.2, Academic Press, 161-204.（＝1993, R.ヒル, P.マテシック「家族発達理論
と生涯発達」東 洋ほか編集・監訳『生涯発達の心理学』新曜社.） 





















                                                   
10 R.ヒル, P.マテシック, 1993,「家族発達理論と生涯発達」東 洋ほか編集・監訳『生涯発
達の心理学』新曜社, 98. ＆ Elder, G.H., Jr., 1978, Family History and the Life Course, 
Hareven, Tamara K. (Ed.), Transitions: The Family and Life Course in Historical 
Perspective, New York: Academic Press. 
【R.ヒルの家族発達論の９段階説】 
  １段階：創設期（新婚、子どもはいない） 
  ２段階：若い親期（第１子出生から３歳まで） 
  ３段階：前就学期家族（第１子３歳から６歳、おそらくは幼いきょうだいがいる） 
  ４段階：学齢期家族（第１子就学、第１子６歳から 12 歳、幼いきょうだい） 
  ５段階：思春期の子どもをもつ家族（第１子 13‐19 歳、若いきょうだい） 
  ６段階：若い成人子をもつ家族（第１子 20 歳から離家する時まで） 
  ７段階：離陸センターとしての家族（第１子離家から最終子の離家まで） 
  ８段階：親業後の家族・中年期(すべての子どもたちの離家終了から父親の退職まで) 
  ９段階：老後家族（父親退職後の家族） 
 
出典：Elder, G.H., Jr., 1984, Families, kin, and the life course: A sociological perspective, 
Parke, R. (Ed.）, Review of child development research, vol.7, Chicago: Chicago 
















ェザーマン（Featherman, David L.）らが次の時代における旗手と言える13。 
 
第５節 家族過程論 
 1960 年代以降は、各領域において活発な研究成果が目立ってくる（表２）。 
表２：1960 年代以降におけるライフコース研究の背景 
   学際的領域   研究者       研究対象 
１ ライフスパン心理学 J.クローセン  ※加齢 
２ 生物社会学 A.ロッシー 親族と年齢の差異を統合した分析 




５ 母集団 D.フェザーマン 人口のパースペクティブ 
６ 歴史人口学 
F.F.ﾌｭﾙｽﾃﾝﾊﾞｰｸ  ※ライフコースの発見 
J.モデール  ※平均余命 
D.ホーガン 出来事のタイミングと配列 
７ 文化的構成 T.K.ハレーブン  ※時代比較 家族時間と産業時間 
出典：1994 年度正岡ゼミ資料「ライフコース研究の動向と下位分野」(1994 年)を基に作成。 
M.W.ライリー(Riley, Matilda White：1911-2004)の年齢階梯に関する研究、
N.B.ライダー（Ryder, Norman B.）や D.フェザーマンの人口に関する研究、J.











































                                                   
14 Elder, G.H., Jr., 1975, Age Differentiation and the Life Course, Inkels, Alex; Coleman, 































































                                                                                                                                                     
Glen H., Jr., 1992, The Life Course, Edgar; Borgatta, Marie L.(Eds.), The Encyclopedia 
of Sociology, vol.3, New York: Mac Millan, 1120-1130. 










     ②出来事別の比較 
     ③同出来事の異時代間比較（出生コーホート間比較） 





























                                                   
18 Hareven, T.K.の用語。代表作は Hareven, Tamara K., 1982, Family Time and 





ロッシー（Rossi & Rossi）や K.デイビス（Davis, Kingsley)、T.K.ハレーブン、モーエン






































                                                                                                                                                     
見解を前進させた｣｡他の先駆的な研究例としては、ノーマン・ライダー（Norman Ryder）
の社会変動とライフコースに対するコーホート分析が挙げられる。これについては、1965
年の論文“The Cohort as a Concept in the Study of Social Change”が著名である。また、
B.ニュガーテン（Neugarten, Bernice）は､｢標準的な時刻表の概念を含んだライフコース
を通じて年齢分化する社会心理学をつくりあげた｣ことで知られている。引用： Elder, G.H., 
Jr., 1994, Time, human agency, and social change: Perspectives on the life course, Social 
Psychology Quarterly, 57(1)：4-15. 
21 Elder, G.H., Jr., 1974, Children of the Great Depression: Social Change in Life 
Experience, Chicago, IL: University of Chicago Press.（＝1986, 初版/1991 新版/1997 新
 53 
 
ブを提示した 1974 年までの段階は、ライフコース論の萌芽期にあたる。 
 当時の発達心理学者や社会化論者たちは悩みを抱えていた。E.H.エリクソン



























                                                                                                                                                     
装版, 本田時雄, 川浦康至ほか訳『大恐慌の子どもたち―社会変動と人間発達』明石書房.） 











２．実証期（1970 年代後半～1980 年代半） 




















                                                   
25 若年コーホートは 1928～1929 年生まれ、年長コーホートは 1920～1921 年生まれであ
る。 
26 Elder, G.H., Jr., 1979, Historical Change in Life Patterns and Personality, Baltes, 
Paul B.; Brim, Orville G., Jr. (Eds.), Life-Span Development and Behavior, Vol.2, New 
York: Academic Press. 
27 ここでは詳述をしない。筆者の叙述した内容に関しては、マスター論文を参照されたい。 




































                                                   
30 Elder, G.H., Jr., 1975, Age Differentiation and the Life Course, Inkels, Alex; Coleman, 
James; Smelser, Neil (Eds.), Annual Review of Sociology, 1：165-190. 
31 エルダーはその後 T.K.ハレーブンの個人時間、家族時間、歴史時間を援用している。 
32 Elder, G.H., Jr., 1978, Approaches to Social Change and the Family, Demos, John; 
Boocock, S. (Eds.), Turning Points: Historical and Sociological Essays on the Family, 








析を試みたのは、1981 年の Social History and Life Experience（Elder, G.H., Jr., 1981, 
Social History and Life Experience, Eichorn, Dorothy P.; Clausen, John A.; Haan, N.; 
Honzik, P. M.; Mussen, P. (Eds.), Present and Past in Middle Life, New York: Academic 
Press.）においてである。また詳細な分析を開始したのは 1986 年の Military Times and 




















にその系譜を一にしている38。そして最初の理論的主著である Family History 





1984 年に発表された第二の理論的主著にあたる Families, Kin, and the Life 







                                                   
37 エルダーの 1986/1988 年、The Timing of Military Service in Men's Lives では R.ヒル
の先駆的研究の一つである ABCX モデルに着目している。 
38 Thomas, William I.; Znaniecki, Florian, 1918-20, The Polish Peasant in Europe and 
America, Vol.1-5, Chicago: University of Chicago Press. 
39 Elder, G.H., Jr., 1977, Family History and the Life Course, Journal of Family History: 
2(4), 279-304. 
40 Elder, G.H., Jr., 1984, Families, Kin, and the Life Course: A Sociological Perspective, 
Parke, Ross D. (Ed.), Review of Child Development Research: The Family , Vol.7, 










こり 30 年代と同様に深刻な問題となった。そこで 30 年代と 80 年代という異時
代間で、同じ不況現象が如何にメゾ水準を介してミクロ水準へと影響を及ぼす
のかを分析した。 
アイオワ調査に関する代表的な著書は、1994 年の Families in Troubled 






















                                                   
41 Conger, Rand D.; Elder, Glen H. Jr. (In collaboration with Frederick O. Lorenz.; 
Ronald L. Simons; Les B. Whitbeck), 1994, Families in Troubled Times: Adapting to 




































Elder, Glen H. and Giele, Janet Z. (Eds.), 1998, Methods of Life Course Research: 





























Glen H. Elder, Jr., 1974, CHILDREN OF THE GREAT DEPRESSION: Social 
Change in Life Experience, University of Chicago Press.（＝1986, 本田時雄ほか訳『大
恐慌の子どもたち－社会変動と人間発達』明石書店） 
■新刊紹介 
中尾暢見, 2000,「新刊紹介 Glen H. Elder, Jr. 25th Anniversary Edition CHILDREN 
OF THE GREAT DEPRESSION: Social Change in Life Experience（1999, Westview 
Press）」日本大学社会学会編『社会学論叢』135：63. 
Glen H. Elder, Jr., Giele, Janet Z. (eds.), 2009, The Craft of Life Course 




























                                                   
42 文献研究の成果は、青井和夫編, 1985『ライフコースと世代』垣内出版として刊行され
た。 
Hareven, Tamara K., 1982, Family time and industrial time: The relationship 
between the family and work in a New England industrial community, New York: 






























                                                   
1 歴史人口学の領域では、速水融の 1973/1995 年および 1997 年の文献が詳しい。社会学
の領域では、正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子の 1996 年および藤見純子の 1999 年の文献な
どがある。 
2 正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子, 澤口恵一 1998  




5 正岡寛司, 藤見純子ほか編 1990, 1991, 1992 





































                                                   
7 例えば、岩上真珠 2000 など。 


























































































































































































  表３：団塊世代と団塊ジュニア世代の 2013 年時点の人数  単位：人数 
出生年 
出生数  2013 年時点の人数 
男女計 男性 女性 年齢 男女計 男性 女性 
1947 年生 2,678,792 1,376,986 1,301,806 66 歳 2,096,000 1,017,000 1,079,000 
1948 年生 2,681,624 1,378,564 1,303,060 65 歳 2,210,000 1,074,000 1,136,000 
1949 年生 2,696,638 1,380,008 1,316,630 64 歳 2,231,000 1,089,000 1,143,000 
団塊世代計 8,057,054 4,135,558 3,921,496  6,537,000 3,180,000 3,358,000 
1971 年生 2,000,973 1,032,937  968,036 42 歳 1,933,000 977,000 955,000 
1972 年生 2,038,682 1,051,389  987,293 41 歳 1,983,000 1,006,000 978,000 
1973 年生 2,091,983 1,077,517 1,014,466 40 歳 2,022,000 1,023,000 999,000 
1974 年生 2,029,989 1,046,538  983,451 39 歳 1,986,000 1,007,000 979,000 
団塊 Jr.世代計 8,161,627 4,208,381 3,953,246  7,924,000 4,013,000 3,911,000 
出典：出生数は、国立社会保障・人口問題研究所「一般人口統計－人口統計資料集（2006
年版）」、2013年データは、統計局ホームページ「人口推計」より作成。 































































                                                   



















































                                                   
11 高度経済成長とは、世界のなかで相対的に高いと見られる成長率で経済が拡大すること。














































































                                                   
16 専業主婦率が最高比率を記録した 1975 年 11 月 14 日には、仙台市で、教育ママが息子
の勉強の邪魔になるとして隣の幼女を殺害する事件が起こっている。母親が子どもの教育
に対して過干渉になった事例の一つである。 










高校への進学率18は、1960 年には男性 59.6％、女性 55.9％、５年後の 1965
年には男性 71.7％、女性 69.6％と過渡期にあった。多くの者は、高校卒業後に
就職することを選択した。 
































































    成人後も親の経済状態で自分の生活レベルが大きく左右される 
※結婚：結婚すれば苦労が増える。理想と現実の乖離。 
      女性も高学歴。長引く不況。経済負担。共働き（家事負担増を敬遠）。     
専業主婦優遇措置の廃止傾向。離婚増加（離婚後の不利益）。 
※老後：貧富の二極化（自立した生活ができる人とできない人）が進む 
    非正規雇用者とニートの貧困問題 






「労働力調査特別調査」によると、1990 年から 2001 年までの間に若年人口（15
～34 歳）のうち正社員枠は殆ど変化していないにもかかわらず、パート・アル
バイト人口は 261 万人から 515 万人へと増加している。また若年人口の失業率








 厚生労働省の調査によると、従業員規模 30 人以上の企業で働いている既婚
女性で妊娠・出産した人のうち、出産で退職した人は 94 年には 31.6％であっ








 団塊ジュニア世代の合計特殊出生率は 2.16～2.05 人であった。団塊ジュニア
世代の親は、数少ない団塊ジュニア世代の子どもに時間とお金を費やして育て
たのである。 
2000 年現在、20～34 歳までの若年人口 2699 万人のうち、親と同居してい






                                                   

































                                                                                                                                                     






















 2014 年現在、団塊ジュニア世代は 40 歳から 43 歳である。次に団塊ジュニ
ア世代のライフコースのタイミングを描写する。 





18 歳時点での短期大学への進学率は男性 1.7％（1989 年）、女性 22.1％（1989










 将来をみると、この先の 30 代、40 代、50 代以降については未知ではあるが、



























































表４： 団塊ジュニア世代の高等教育への進学率 （単位：％） 
学 歴 大学・短大 ４年制大学 
西 暦 計 男性 女性 計 男性 女性 
1989 年 36.3 35.8 36.8 24.7 34.1 14.7 
1990 年 36.3 35.2 37.4 24.6 33.4 15.2 
1991 年 37.7 36.3 39.2 25.5 34.5 16.1 
1992 年 38.9 37.0 40.8 26.4 35.2 17.3 































指標 時期 団塊世代 団塊ジュニア世代 





























1965 年 1989～1992 年 
1.7％（男性） 
6.7％（女性） 


















大学卒業時 1969 年 1970 年 1971 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 
12.0％ 10.3％ 4.5％ 0.6％ 1.0％ 1.5％ 3.3％ 


















農業人口 25 歳時点 367.7～329.7 万人 156.8～143.0 万人 




















































































































































第２次世界大戦まで       戦後～高度成長期終焉頃         1970 年代頃～ 
家父長家族   →  夫婦平等家族   →  個人化家族 
                        近居家族 





































                                                   






















1889（明治 22）年２月 11 日に「大日本帝国憲法」2公布され、翌年の 1890（明






































































は 1565 年に人口の４分の１を失った。イタリアのベネツィアでは 1575～77 年
に人口の３分の１を失った。イタリアのナポリでは 1656 年に人口の半分近くを







第二次世界大戦に敗戦した後の 1946（昭和 21）年 11 月３日に「日本国憲法」






さらに 1947 年に民法改正法が公布、翌年の 1948 年に施行されて 1898（明治













































































































































































 目黒依子は 1987 年に刊行された『個人化する家族』において最初に「個人化

















































































                                                   
7 他文献の 1967 年「日本の近代化と家族制度」、2005 年「現代の家族変動－直系制家族から
夫婦制家族へ」等でも同学説を詳述している。 
8 加藤論文は 2003 年に開催された日本家族社会学会第 13 回大会のテーマセッションで発表し
た内容である。 
9 NFRJS01 は 2002 年に実施された。満 32～81 歳の女性が対象でサンプル数は 5,000（有効


































































































































                                                   
10 森岡清美, 2012,『ある社会学者の自己形成－幾たびか嵐を超えて』ミネルヴァ書房を読むと、
ある特定の時代に彩られた時代の子としての森岡氏のライフコースを理解できる。 























































































全体 46.2％ 53.6％ 
夫 52.9％ 47.3％ 
妻 39.0％ 59.7％ 
夫 20 歳代 53.9％ 59.6％ 
夫 30 歳代 60.5％ 51.1％ 
夫 40 歳代 55.6％ 46.9％ 
夫 50 歳代～ 39.6％ 36.7％ 
妻 20 歳代 49.4％ 67.2％ 
妻 30 歳代 40.6％ 67.0％ 
妻 40 歳代 35.8％ 56.0％ 


































                                                   
13 博報堂生活総合研究所が 1988 年８月と 1998 年３月に実施した「家族」調査である。1988
年のサンプル数は 1,185 世帯で夫 1,185 人、妻 1,185 人の合計 2,370 人。妻の年齢は 20～59 歳
であった。調査地域は首都 40km 圏である。調査方法は訪問留置自記記入法であった。 









30 歳代の頃 50 歳代の頃 
女性 男性 女性 男性 
配偶者 80.7% 62.9% 83.0% 64.2% 
配偶者と子ども 61.3% 44.1% 51.9% 39.8% 
同居したい相手は居ない 35.0% 14.8% 29.1% 9.4% 





































                                                   
17 有効サンプルは 4,000 弱である。 



































                                                   

























年から 2010 年までの 90 年間の間に、日本の人口は､約 5,596 万人から約１億
2,806 万人へと約 2.3 倍に増加した。他方で日本の世帯数は、約 1,122 万世帯か
ら約 5,195 万世帯へと約 4.6 倍に増加した。つまり世帯数増加のペースは、人口
増加のペースを上回るものであった。 
図３をみると、高度成長期から世帯数の増加の速度が速まるのに反比例して、
１世帯あたりの世帯人員数が減少傾向にあることが読み取れる21。『平成 10 年版 
厚生白書』では、「1970 年代前半までの核家族世帯の大幅な増加は、主に、1925
（大正 14）年ころから 1950（昭和 25）年ころまでの多産少死の時期に生まれ、
                                                   
20 この調査（2002 年実施）は、日本全国（国勢調査区の内の 600 地区）の 18 歳から 50 歳
未満の独身者を対象としており有効サンプル数は 9,686 票である。第１回調査は 1940 年に
実施された。第９回目までは出産力調査と言い第 10回目以降から出生動向基本調査と言う。
ほぼ５年ごとに実施されている。 



























題研究所〈2001 年以降は国立社会保障・人口問題研究所〉 1995, 2003, 2007, 
2011）によると、親４人のうち誰かと別居している割合は約７割と別居が多数
派である22。妻の年齢層別に別居率の経年変化をみると、30 歳代と 40 歳代前半
の層で別居率が上昇傾向にあり、他方で 29 歳以下と 40 歳代後半の層では別居
                                                   
22 親４人のうち誰かと別居している割合は、1993 年第１回調査では 69.4%、1998 年第２












































































































ると妻側は 46.9％、夫側は 60.5％と有意な開きが確認できる。 
さらに別居を近居（１時間以内）と遠居（１時間以上）とに分けて内訳を集
計し直すと（表５）若い年齢層ほど近居が多く、加齢するほど遠居が増加する
傾向を示している。ただし夫の母親だけは、近居率が 50 歳代から 60 歳代にか
けて 9.1％増加するが、妻の両親との近居率は増加していない。 
 
表５：妻の年齢層と親別にみた近居と遠居の比率－1998 年調査 （単位：％） 
続柄 妻の父親 妻の母親 夫の父親 夫の母親 
年齢層 近居 遠居 近居 遠居 近居 遠居 近居 遠居 
20 歳代 67.3  32.7  66.5  33.5  67.9  32.1  67.7  32.3  
30 歳代 57.3  42.7  58.4  41.6  62.7  37.3  55.7  44.3  
40 歳代 54.6  45.4  54.5  45.5  51.6  48.4  51.1  48.9  
50 歳代 52.4  47.6  50.9  49.1  49.4  50.6  48.9  51.1  










1993年 1998年 2003年 2008年調査年
％














団塊ジュニア世代が 20 歳代（24～27 歳）であった『第２回全国家庭動向調
査』では、妻の親との同居は 6.5％だが、夫の親との同居は 22.2％と有意な差が


















































29歳以下 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳
％
1993年 1998年 2003年 2008年
 厚生労働省の『国民生活基礎調査』23によると、子と同居する高齢者は、1999
年（49.3％）以降に過半数を下回っている（図５）。子を未婚と既婚とで区分す















                                                   








厚生労働省の『国民生活基礎調査』（2004 年）は親が 80 歳以上になると近居
と遠居が減少して子との再同居が過半数を超えて（63.6％）増加することを示































全国 7.7 39.2 46.9 23.2 37.3 60.5 
非人口集中地区 9.9 54.2 64.1 37.6 55.0 92.6 
人口集中地区 6.4 31.0 37.4 15.2 30.3 45.5 
備考：近居は 30 分未満の距離である。 
 
（２）国勢調査が示す同居率の高低 






























































































－人生 50年の時代から 80年の時代へと長寿化する社会 
 第二次世界大戦後に再び統計を取り始めた 1947（昭和 22）年の平均寿命1は、






男性 15.3％、女性 4.6％であり 10％以上の男女差があった。1947 年の平均初婚年齢
4は男性 26.1 歳、女性 22.9 歳であり、男性の方が 3.2 歳年上であった。夫が亡くな
り一段落すると間もなく妻も天寿を全うする夫妻が多かった。 
他方で 66 年後の 2013 年時点での平均寿命は、男性 80.21 歳、女性 86.61 歳で













                                               
1 平均寿命とは、０歳時点での平均余命のことをいう。ちなみに、1969 年生まれ（筆者）














































































第１段階 ①乳児期 ①乳児期 ①胎児期 ①幼年期（0～4歳） ①子ども期 

















⑤青年期 ⑤青年期 ⑤中年期 
（45～64歳） 
⑤老年期 
第６段階 ⑥成人期 ⑥前成人期 ⑥成人期 ⑥高年期 
（65歳以上） 
 
第７段階 ⑦中年期 ⑦成人期 ⑦老年期   
第８段階 ⑧高齢期（前期・
中期・後期） 
⑧老年期    









中年期は 45 歳から 64 歳までとされている。 
                                               





































                                               
8 行政の区分では、厚生労働省の区分に準拠する関係機関が多いと推察するが、白書によって
も定義には差異もみられる。『平成 10(1998)年 国民生活白書－「中年」その不安と希望』で
は中年を 40 歳代と 50 歳代としている。静岡県や秋田市保健所のホームページ等では 45 から

































































































































































































































































                                               































































                                               
14 「夫を早死にさせる 10ヶ条」は、メイヤー教授が 1974 年にフロリダの新聞に寄稿し





第１条  夫を太らせる〔Fatten him up〕 
第２条  いつも座らせておく〔Keep him sitting down〕 
第３条  飽和脂肪酸をたくさん食べさせる〔Feed him lots of saturated fats〕 
第４条  塩分の多い食事を作る〔Load him down with salt〕 
第５条  紅茶やコーヒーを飲ませる〔Ply him with coffee〕 
     ※カフェインは睡眠に悪影響であるという理由を挙げている。 
第６条  お酒を薦める〔Keep him well supplied with liquor〕 
第７条  タバコを薦める〔Don’t let him run out of cigarettes〕 
第８条  休暇旅行に行かせない〔Don’t let him relax〕 
第９条  夜更かしをさせる〔Keep him up late〕 
















































































































































                                                   




から 2010 年の第 20 号までの間に 106 本の原稿が掲載されているが、高齢者犯罪を取りあ
げた論文は３本（2.8％）のみであった。他方で、タイトルに少年という用語が入っている






































                                                   









出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司法・警察」より作成。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































ある。1986 年を基点として 2012 年までの 26 年間の増加率は、加齢するほど高
くなる傾向を示している。40 歳代までの検挙人数は減少しているが、50 歳代は
変わらず、60 歳代は 2.7 倍と増加に転じている。2.7 倍は決して小さな増加率で
はないが、さらに目を引くのは、65 歳以上高齢者の 4.7 倍という増加率である。
約５倍近い増加率は客観的な事実として大きいと言うことができるだろう。 
合わせて人口増加率をみると、その深刻さが浮き彫りになる。同様に 1986 年
を基点とした場合 26 年間で、30 歳代までは人口が減少しており、40 歳代と 50





表１：1986 年から 2012 年（26 年間）迄の一般刑法犯検挙人数の増加率（単位：倍） 
増 加 率 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 65 歳以上 
検挙人数  0.8  0.7  0.8  1.0  2.7  4.7  
年齢層人口 0.8  0.8  1.0  1.0  1.8  2.4  
出典：『平成 25 年版犯罪白書』「4-4-1-1 図 一般刑法犯検挙人員の推移（年齢層別）」およ
び総務省統計局「人口推計」第３表 年齢(５歳階級及び３区分)，男女別人口（各年




出典：『平成 25 年版犯罪白書』「4-4-1-1 図 一般刑法犯 検挙人員の推移（年齢層別）」お
よび総務省統計局「第３表 年齢(５歳階級及び３区分)，男女別人口（各年 10 月 1 日











































































































高齢者の検挙人数の推移を平成元年である 1989 年から 2012 年までの 23 年
間という期間でみると、法務省が定義づける凶悪犯罪である殺人は 3.1 倍、強盗






2007 年版『犯罪白書』は特集として過去 60 年間の再犯者の実態を分析して
いる。その分析によると犯罪者数で 3 割に満たない再犯者による犯罪が、件数
で全体の 6 割近くを占める。1948 年以降の犯歴データから交通事故による業務
上過失致死傷などを除いて抽出した犯罪者 100 万人のうち、再犯者の割合は






















































                                                   


























































あった。60 歳で仕事をリタイアして、その後 20 年以上を年金だけで過ごすの
















                                                   
7 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の一部が改正（2004 年 6 月公布、2004 年































表３：年齢３区分に基づいた人口推移                 （単位：％） 
西暦 2010 年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年 
０～14歳（年少人口） 13.2  11.7  10.3  10.0   9.7  9.1 
15～64歳（生産年齢人口） 63.8  59.2  58.1  53.9  51.5 50.9 
65歳以上（高齢人口） 23.0  29.1  31.6  36.1  38.8 39.9 
出典：厚生労働省 2013『2013 年版高齢社会白書』より作成。 
資料：2010 年は総務省「国勢調査」、2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本
































                                                   
8 同居家族のうち介護を担っているのは７割が女性、３割が男性である。年齢層別にみると
60 歳以上の人は女性の 61.0％、男性の 64.9％である。性別と年齢に相当な偏りがあること
が分かる。 
9 2013 年『高齢社会白書』によると１人暮らし高齢者は、1980 年時点で男性 4.3％、女性












厚生労働省は 2003 年発行『2015 年の高齢者介護』において認知症高齢者の
日常生活自立度Ⅱ（日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難
さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できるレベル）以上の認知症
患者数を 2010 年は 208 万人、2020 年は 289 万人、2025 年は 323 万人と推計
した。しかし、2010 年実測値は 280 万人であった。わずか７年後の推計値を
72 万人も読み誤って過小推計したことになる。 
2010 年時点での 2012 年認知症患者数の推計は 305 万人、2020 年は 410 万




加えるなどして精度を高めた推計結果を公表した。2013 年調査では 2012 年の
認知症患者数は 462 万人と推計した。2012 年の高齢者数は 3079 万人であるた





2012 年の認知症患者数は 550 万人と推計している。高齢者比率では 18％とな
り厚生労働省よりも３％多く、20 年間で６倍に増加したという。 
国際アルツハイマー病協会（Alzheimer's Disease International）は、2013
年 12 月に世界の認知症患者数が激増すると推測しており、2013 年から 2050 年












































 読売新聞社の「ヨミダス歴史館」は 1986 年から今日に至るまで全国各地の地
域版（沖縄を除く）記事テキストを検索して読むことができる11が、高齢者犯罪
                                                   

























No 発行日 タイトル 朝夕刊
1 1991年10月9日 ［よみうり寸評］物悲しい高齢者犯罪 東京夕刊
2 2002年9月29日 矯正展“泣く”　増える受刑者、売れない作業製品　社会復帰へ温かい手を＝福岡 西部朝刊
3 2005年11月18日 ［ＤＯ！トーク］治安回復、どうする＝北海道 東京朝刊
4 2006年8月23日 増加する高齢者犯罪　６５歳以上の刑法犯、１割　背景には「生活苦」も＝愛知 中部朝刊
5 2007年1月8日 ２００５年の刑法犯の１割超が６５歳以上　警察庁、生活状況など調査 東京朝刊
6 2007年2月18日 ［やまぐちの断面］増加する６５歳以上刑法犯　社会的支援で抑止を＝山口 西部朝刊
7 2007年3月14日 ［ズームアップＷＥＥＫＬＹ］高齢受刑の現実 東京夕刊
8 2008年11月7日 犯罪白書　心揺れる高齢者…　所持金あるのに万引き 東京夕刊
9 2008年11月9日 ［社説］高齢者犯罪　社会から疎外しない施策を 東京朝刊
10 2008年11月11日 ［気流］考えさせられた高齢者の犯罪　荒木かし子（投書） 大阪朝刊
11 2008年11月15日 ［街←→社会部］Ｇメンのため息 大阪夕刊
12 2010年5月9日 ［サンデー茶論］高齢者の再犯をどう防ぐか　浜井浩一氏 大阪朝刊
13 2010年12月17日 刑法犯１１万件減　１〜１１月　「街頭犯罪」東京ワースト 東京朝刊
14 2011年1月9日 ［社説］超高齢社会　新しい“縁”をみんなで創ろう 東京朝刊
15 2011年9月10日 出所の高齢者ら支援　再犯防止　センター、県が来月設置＝富山 東京朝刊















出典：「朝日新聞 1985～最新、週刊朝日 AERA」『聞蔵 II ビジュアル for Libraries』 
朝日新聞社より作成。 





No 発行日 タイトル 朝夕刊
1 2000年2月21日 質の悪い老人が増えてきた（藤本義一の日日日日）　【大阪】 夕刊
2 2006年1月29日 高齢者犯罪、１割超す　殺人は１５年で３倍　昨年の全検挙者　【名古屋】 朝刊
3 2006年1月29日 高齢者犯罪、１割に　検挙数急増、殺人は１５年で３倍 朝刊
4 2006年3月18日 （声）老人の品行に自戒する毎日　【西部】 朝刊
5 2006年3月24日 （声）老人の品行に自戒する毎日 朝刊
6 2006年4月27日 （学校臨床の現場から：２６）深刻化する高齢者犯罪　生島浩　／福島県 朝刊
7 2006年5月27日 高齢者の刑法犯急増　孤独感やストレス一因？　県警、研究し抑止へ　／栃木県 朝刊
8 2006年10月26日 （学校臨床の現場から：４５）引受人ない犯罪者の受け皿　生島浩　／福島県 朝刊
9 2008年2月29日 高齢者犯罪対策を急げ　全国４倍ペースで急増　／山梨県 朝刊
10 2008年6月27日 （インサイド　検証報道）高齢者の万引き、なぜか増加　／神奈川県 朝刊
11 2008年11月7日 高齢者犯罪、増え続ける　万引きや泥棒、背景に生活苦　０８年版白書 夕刊
12 2009年2月5日 ２１０３人、６割万引き　昨年道内で検挙された６５歳以上　／北海道 朝刊
13 2009年3月17日 急増、高齢者の犯罪　全検挙者の１３％に　再犯３人に１人　／大分県 朝刊
14 2009年3月18日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：１）突然キレた、一方的に　家で・酒席で…／大分県 朝刊
15 2009年3月19日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：２）来店の女児被害　７２歳、強制わいせつ／大分県 朝刊
16 2009年3月20日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：３）昔の恋人に立腹「殺す」　／大分県 朝刊
17 2009年3月21日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：４）一人で母介護、苦悩頂点　／大分県 朝刊
18 2009年3月23日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：番外編）「暴走老人！」著者・藤原智美さん／大分県 朝刊
19 2010年2月19日 （ブックマーク）犯罪学、一般向けに入門書　浜井浩一・龍谷大院教授が出版　／京都府 朝刊
20 2012年6月26日 「犯罪や非行防止へ生活基盤の確保を」　知事に県保護司会連会長　／長野県 朝刊























る。一般刑法犯では、50 歳から 64 歳までの起訴猶予率は 45.1％だが 65 歳以上
になると 59.4％にまで上昇する。窃盗では 50 歳から 64 歳までは 44.6％だが、












































































であった。この年に少年である 14 歳から 19 歳のコーホートは、1940 年から
1945 年生まれである。未成年凶悪犯の最多年は翌年の 1960 年である。それゆ




























































1940年 1,114 15 71,933,000 0
1941年 52,709 1,054 281,708 3,906 1 0
1942年 66,588 1,073 232,807 4,224 2 1 0
1943年 61,366 1,010 285,343 4,050 3 2 1 0
1944年 75,272 103 1,048 14 235,679 323 3,727 51 73,064,000 4 3 2 1 0
1945年 54,497 76 896 12 188,148 261 3,184 44 71,998,000 5 4 3 2 1 0
1946年 111,790 153 3,574 49 333,694 456 13,751 188 73,114,000 6 5 4 3 2 1 0
1947年 104,829 134 3,481 45 354,510 454 15,004 192 78,101,000 7 6 5 4 3 2 1
1948年 124,836 156 4,864 61 425,704 532 18,986 237 80,002,000 8 7 6 5 4 3 2
1949年 131,916 161 4,529 55 453,412 554 17,304 212 81,773,000 9 8 7 6 5 4 3
1950年 158,426 190 4,958 60 458,297 551 17,079 205 83,200,000 10 9 8 7 6 5 4
1951年 166,433 197 4,332 51 452,602 535 14,981 177 84,573,000 11 10 9 8 7 6 5
1952年 143,247 167 4,427 52 432,605 504 15,085 176 85,852,000 12 11 10 9 8 7 6
1953年 126,097 145 3,631 42 421,453 484 13,335 153 87,033,000 13 12 11 10 9 8 7
1954年 120,413 136 4,367 49 419,376 475 14,812 168 88,293,000 14 13 12 11 10 9 8
1955年 121,753 136 4,571 51 437,104 490 15,735 176 89,276,000 15 14 13 12 11 10 9
1956年 100,758 112 4,479 50 427,192 473 14,109 156 90,259,000 16 15 14 13 12 11 10
1957年 114,302 125 5,465 60 430,255 472 14,449 159 91,088,000 17 16 15 14 13 12 11
1958年 124,379 135 7,495 81 420,893 457 18,581 202 92,010,000 18 17 16 15 14 13 12
1959年 139,618 150 7,684 83 417,455 449 17,925 193 92,973,000 19 18 17 16 15 14 13
1960年 147,899 158 7,504 80 413,565 443 17,453 187 93,419,000 20 19 18 17 16 15 14
1961年 158,884 169 7,136 76 422,430 448 16,943 180 94,285,000 21 20 19 18 17 16 15
1962年 162,941 171 6,525 69 406,925 428 15,372 162 95,178,000 22 21 20 19 18 17 16
1963年 174,351 181 6,397 67 432,298 450 15,167 158 96,156,000 23 22 21 20 19 18 17
1964年 190,442 196 6,596 68 488,080 502 15,676 161 97,186,000 24 23 22 21 20 19 18
1965年 190,864 194 6,757 69 515,963 525 15,658 159 98,275,000 25 24 23 22 21 20 19
1966年 192,189 194 6,615 67 547,866 553 14,987 151 99,054,000 26 25 24 23 22 21 20
1967年 184,594 184 5,725 57 617,984 616 14,045 140 100,243,000 27 26 25 24 23 22 21
1968年 188,672 186 4,899 48 734,819 725 13,662 135 101,408,000 28 27 26 25 24 23 22
1969年 187,029 182 4,175 41 812,952 792 13,471 131 102,648,000 29 28 27 26 25 24 23
1970年 190,216 183 3,619 35 883,254 852 12,235 118 103,720,000 30 29 28 27 26 25 24
1971年 180,709 172 3,338 32 845,590 805 12,362 118 105,014,000 31 30 29 28 27 26 25
1972年 162,312 151 2,848 27 814,394 759 10,849 101 107,332,000 32 31 30 29 28 27 26
1973年 163,551 150 2,404 22 767,778 706 9,679 89 108,710,000 33 32 31 30 29 28 27
1974年 162,585 148 2,361 21 689,787 627 9,214 84 110,049,000 34 33 32 31 30 29 28
1975年 161,374 144 2,250 20 668,802 597 9,213 82 111,940,000 35 34 33 32 31 30 29
1976年 159,488 141 1,801 16 671,229 594 8,428 75 113,089,000 36 35 34 33 32 31 30
1977年 162,572 142 1,646 14 659,747 578 7,781 68 114,154,000 37 36 35 34 33 32 31
1978年 183,177 159 1,656 14 660,361 573 7,411 64 115,174,000 38 37 36 35 34 33 32
1979年 191,611 165 1,718 15 648,722 559 7,350 63 116,133,000 39 38 37 36 35 34 33
1980年 215,886 184 1,930 16 653,958 559 7,239 62 117,060,000 40 39 38 37 36 35 34
1981年 236,009 200 2,015 17 668,634 567 7,516 64 117,884,000 41 40 39 38 37 36 35
1982年 244,902 206 1,879 16 699,149 589 7,257 61 118,693,000 42 41 40 39 38 37 36
1983年 252,587 211 1,707 14 710,957 595 6,851 57 119,483,000 43 42 41 40 39 38 37
1984年 245,377 204 1,645 14 715,986 595 6,735 56 120,235,000 44 43 42 41 40 39 38
1985年 248,073 205 1,425 12 722,296 597 6,268 52 121,049,000 45 44 43 42 41 40 39
1986年 242,487 199 1,522 13 725,510 596 6,007 49 121,672,000 46 45 44 43 42 41 40
1987年 248,410 203 1,318 11 735,521 602 5,802 47 122,264,000 47 46 45 44 43 42 41
1988年 254,898 208 1,248 10 733,886 598 5,279 43 122,783,000 48 47 46 45 44 43 42
1989年 230,087 187 1,225 10 704,107 571 4,736 38 123,255,000 49 48 47 46 45 44 43
1990年 215,962 175 1,078 9 683,688 553 4,723 38 123,611,000 50 49 48 47 46 45 44
1991年 208,790 168 1,152 9 690,233 556 4,687 38 124,043,000 51 50 49 48 47 46 45
1992年 191,863 154 1,178 9 731,090 587 4,709 38 124,452,000 52 51 50 49 48 47 46
1993年 186,208 149 1,144 9 772,267 619 5,190 42 124,764,000 53 52 51 50 49 48 47
1994年 178,026 142 1,382 11 796,132 637 5,526 44 125,034,000 54 53 52 51 50 49 48
1995年 170,420 136 1,291 10 799,759 637 5,309 42 125,570,000 55 54 53 52 51 50 49
1996年 173,206 138 1,496 12 806,069 640 5,459 43 125,864,000 56 55 54 53 52 51 50
1997年 189,504 150 2,263 18 767,956 609 6,633 53 126,166,000 57 56 55 54 53 52 51
1998年 194,505 154 2,197 17 812,299 642 6,949 55 126,486,000 58 57 56 55 54 53 52
1999年 179,323 142 2,237 18 900,784 711 7,217 57 126,686,000 59 58 57 56 55 54 53
2000年 172,783 136 2,120 17 987,359 778 7,488 59 126,926,000 60 59 58 57 56 55 54
2001年 178,872 141 2,127 17 1,017,025 799 7,490 59 127,291,000 61 60 59 58 57 56 55
2002年 181,940 143 1,986 16 1,037,624 814 7,726 61 127,435,000 62 61 60 59 58 57 56
2003年 182,145 143 2,212 17 1,087,640 852 8,362 66 127,619,000 63 62 61 60 59 58 57
2004年 172,885 135 1,584 12 1,116,531 874 7,519 59 127,687,000 64 63 62 61 60 59 58
2005年 158,453 124 1,441 11 1,120,026 877 7,047 55 127,768,000 65 64 63 62 61 60 59
2006年 145,433 114 1,170 9 1,095,925 858 6,459 51 127,770,000 66 65 64 63 62 61 60
2007年 132,003 103 1,042 8 1,052,333 824 5,923 46 127,771,000 67 66 65 64 63 62 61
2008年 116,847 92 956 7 965,108 756 5,634 44 127,692,000 68 67 66 65 64 63 62
2009年 114,565 90 949 7 937,273 735 5,654 44 127,510,000 69 68 67 66 65 64 63
2010年 109,461 85 783 6 919,656 718 5,021 39 128,057,000 70 69 68 67 66 65 64
2011年 99,473 78 785 6 886,595 694 4,786 37 127,799,000 71 70 69 68 67 66 65
2012年 87,153 68 836 7 852,673 669 4,779 37 127,515,000 72 71 70 69 68 67 66
2013年 127,298,000 73 72 71 70 69 68 67













































1970年 190,216 183 3,619 35 883,254 852 12,235 118 103,720,000 0
1971年 180,709 172 3,338 32 845,590 805 12,362 118 105,014,000 1 0
1972年 162,312 151 2,848 27 814,394 759 10,849 101 107,332,000 2 1 0
1973年 163,551 150 2,404 22 767,778 706 9,679 89 108,710,000 3 2 1 0
1974年 162,585 148 2,361 21 689,787 627 9,214 84 110,049,000 4 3 2 1 0
1975年 161,374 144 2,250 20 668,802 597 9,213 82 111,940,000 5 4 3 2 1 0
1976年 159,488 141 1,801 16 671,229 594 8,428 75 113,089,000 6 5 4 3 2 1 0
1977年 162,572 142 1,646 14 659,747 578 7,781 68 114,154,000 7 6 5 4 3 2 1
1978年 183,177 159 1,656 14 660,361 573 7,411 64 115,174,000 8 7 6 5 4 3 2
1979年 191,611 165 1,718 15 648,722 559 7,350 63 116,133,000 9 8 7 6 5 4 3
1980年 215,886 184 1,930 16 653,958 559 7,239 62 117,060,000 10 9 8 7 6 5 4
1981年 236,009 200 2,015 17 668,634 567 7,516 64 117,884,000 11 10 9 8 7 6 5
1982年 244,902 206 1,879 16 699,149 589 7,257 61 118,693,000 12 11 10 9 8 7 6
1983年 252,587 211 1,707 14 710,957 595 6,851 57 119,483,000 13 12 11 10 9 8 7
1984年 245,377 204 1,645 14 715,986 595 6,735 56 120,235,000 14 13 12 11 10 9 8
1985年 248,073 205 1,425 12 722,296 597 6,268 52 121,049,000 15 14 13 12 11 10 9
1986年 242,487 199 1,522 13 725,510 596 6,007 49 121,672,000 16 15 14 13 12 11 10
1987年 248,410 203 1,318 11 735,521 602 5,802 47 122,264,000 17 16 15 14 13 12 11
1988年 254,898 208 1,248 10 733,886 598 5,279 43 122,783,000 18 17 16 15 14 13 12
1989年 230,087 187 1,225 10 704,107 571 4,736 38 123,255,000 19 18 17 16 15 14 13
1990年 215,962 175 1,078 9 683,688 553 4,723 38 123,611,000 20 19 18 17 16 15 14
1991年 208,790 168 1,152 9 690,233 556 4,687 38 124,043,000 21 20 19 18 17 16 15
1992年 191,863 154 1,178 9 731,090 587 4,709 38 124,452,000 22 21 20 19 18 17 16
1993年 186,208 149 1,144 9 772,267 619 5,190 42 124,764,000 23 22 21 20 19 18 17
1994年 178,026 142 1,382 11 796,132 637 5,526 44 125,034,000 24 23 22 21 20 19 18
1995年 170,420 136 1,291 10 799,759 637 5,309 42 125,570,000 25 24 23 22 21 20 19
1996年 173,206 138 1,496 12 806,069 640 5,459 43 125,864,000 26 25 24 23 22 21 20
1997年 189,504 150 2,263 18 767,956 609 6,633 53 126,166,000 27 26 25 24 23 22 21
1998年 194,505 154 2,197 17 812,299 642 6,949 55 126,486,000 28 27 26 25 24 23 22
1999年 179,323 142 2,237 18 900,784 711 7,217 57 126,686,000 29 28 27 26 25 24 23
2000年 172,783 136 2,120 17 987,359 778 7,488 59 126,926,000 30 29 28 27 26 25 24
2001年 178,872 141 2,127 17 1,017,025 799 7,490 59 127,291,000 31 30 29 28 27 26 25
2002年 181,940 143 1,986 16 1,037,624 814 7,726 61 127,435,000 32 31 30 29 28 27 26
2003年 182,145 143 2,212 17 1,087,640 852 8,362 66 127,619,000 33 32 31 30 29 28 27
2004年 172,885 135 1,584 12 1,116,531 874 7,519 59 127,687,000 34 33 32 31 30 29 28
2005年 158,453 124 1,441 11 1,120,026 877 7,047 55 127,768,000 35 34 33 32 31 30 29
2006年 145,433 114 1,170 9 1,095,925 858 6,459 51 127,770,000 36 35 34 33 32 31 30
2007年 132,003 103 1,042 8 1,052,333 824 5,923 46 127,771,000 37 36 35 34 33 32 31
2008年 116,847 92 956 7 965,108 756 5,634 44 127,692,000 38 37 36 35 34 33 32
2009年 114,565 90 949 7 937,273 735 5,654 44 127,510,000 39 38 37 36 35 34 33
2010年 109,461 85 783 6 919,656 718 5,021 39 128,057,000 40 39 38 37 36 35 34
2011年 99,473 78 785 6 886,595 694 4,786 37 127,799,000 41 40 39 38 37 36 35
2012年 87,153 68 836 7 852,673 669 4,779 37 127,515,000 42 41 40 39 38 37 36
2013年 127,298,000 43 42 41 40 39 38 37
2014年 44 43 42 41 40 39 38
2015年 45 44 43 42 41 40 39
2016年 46 45 44 43 42 41 40
2017年 47 46 45 44 43 42 41
2018年 48 47 46 45 44 43 42
2019年 49 48 47 46 45 44 43
2020年 50 49 48 47 46 45 44
2021年 51 50 49 48 47 46 45
2022年 52 51 50 49 48 47 46
2023年 53 52 51 50 49 48 47
2024年 54 53 52 51 50 49 48
2025年 55 54 53 52 51 50 49
2026年 56 55 54 53 52 51 50
2027年 57 56 55 54 53 52 51
2028年 58 57 56 55 54 53 52
2029年 59 58 57 56 55 54 53
2030年 60 59 58 57 56 55 54
2031年 61 60 59 58 57 56 55
2032年 62 61 60 59 58 57 56
2033年 63 62 61 60 59 58 57
2034年 64 63 62 61 60 59 58
2035年 65 64 63 62 61 60 59
2036年 66 65 64 63 62 61 60
2037年 67 66 65 64 63 62 61
2038年 68 67 66 65 64 63 62
2039年 69 68 67 66 65 64 63
2040年 70 69 68 67 66 65 64
2041年 71 70 69 68 67 66 65
2042年 72 71 70 69 68 67 66
2043年 73 72 71 70 69 68 67











表６と表７の出典：刑法犯データは、総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司
法・警察」と『平成 25 年版 犯罪白書』より作成。 
人口データは、総務省統計局「第４表   年齢（各歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）
－総人口（大正 9 年～平成 12 年）&（平成 12 年～22 年）」および 2011 年から 2013 年
は総務省統計局「人口推計（平成 25 年 10 月 1 日現在）結果の要約」より抜粋。 
備考：凶悪犯は、殺人、強盗、放火、強姦の４種を合計した数値である。少年補導・検挙
の列は、犯行時に 14 歳から 19 歳までの一般刑法犯の人数である。少年補導・検挙者数




















































































































































































































年と 1960 年に少年犯罪のピークを迎えていることが確認できる。1966 年には
加齢して全員が 20 歳以上となった。すると今度は成人の犯罪認知件数（図７と
図８）が、1966 年 1,590,681 件、1967 年 1,603,471 件、1968 年 1,742,479 件、
1969 年 1,848,740 件、1970 年 1,932,401 件と急増する。1967 年から 1968 年
にかけては、１年間で 139,008 件も急激に増加している。 
他方で、少年の凶悪犯罪は急激に減少している（図６と図９）。少年の凶悪犯
罪は、1966 年 6,615 件、1967 年 5,725 件、1968 年 4,899 件、1969 年 4,175





出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司法・警察－28-01 刑法犯の罪名
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図８：成人犯罪の認知件数と検挙件数        図９：少年凶悪犯罪の推移 
出典：各年の『警察白書』より作成。        出典：各年の『警察白書』より作成。 
 
４．犯罪多発世代の中年期でみられる犯罪の増加 
 1991 年から 2004 年までは、犯罪コーホート全員が 45 歳から 64 歳までの中
年期に該当する年齢層に属する期間である（表６）。刑法犯の検挙者数は、犯罪
多発世代が 24 歳から 30 歳までに該当する 1970 年に戦後のピーク（1,362,692
件）を迎えた。その後は低下傾向にあったが、1980 年（34～40 歳）から 1988
年（42～48 歳）まで増加傾向に転じた。この後３年間、検挙件数は若干減少し
たが認知件数は増加傾向であった。その後はどちらも増加傾向の一途を辿り、
認知件数では 2002 年にピーク（3,693,928 件）を記録し、検挙件数では 2004
年にピーク（1,532,459 件）を記録している。どちらのピークも犯罪多発世代が
中年期の時期である。 
1990 年データを扱う 1991 年版『犯罪白書』では、40 歳以上の中高年齢層の
犯罪比率が上昇傾向にある点を指摘している。1990 年は 1959 年に少年と類型
化されたコーホートが全員 45 歳以上の中年期に入った年である。データは犯罪
コーホート説を裏づけている。それにもかかわらず、同白書「第 2 章 高齢化社


































































































































































出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳 14,15歳 16,17歳 18,19歳 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 56 112 114 22,316 44,114 44,114 3,960,000 3,951,000 3,856,000
1943年1944年 75 131 154 29,260 50,558 59,237 3,905,000 3,846,000 3,836,000
1945年1946年 138 139 178 43,089 43,089 55,108 3,114,000 3,107,000 3,103,000
1947年1948年 126 145 162 60,615 69,451 76,468 4,795,000 4,791,000 4,716,000
1971年1972年 242 174 57 97,126 69,800 22,693 4,013,000 4,006,000 4,004,000
1973年1974年 234 141 64 96,019 58,034 26,052 4,105,000 4,103,000 4,101,000



































































                                                                                                                                                     
年～平成 16 年）」および「第４表 年齢（各歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人




























出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 25 48 47
1943年1944年 32 54 62
1945年1946年 46 45 57
1947年1948年 64 71 77
1971年1972年 80 57 18
1973年1974年 78 47 21





































                                                   
14 矯正協会は、1888 年に創立された大日本監獄協会を前身として、犯罪と非行の矯正行政
に携わる機関である。矯正協会附属中央研究所の『中央研究所紀要』は、1991 年の第１号
から 2010 年の第 20 号までの間に 106 本の原稿が掲載されているが、高齢者犯罪を取りあ
げた論文は３本（2.8％）のみであった。他方で、タイトルに少年という用語が入っている
論文は 55 本（51.9％）であった。1990 年代以降は高齢者犯罪が増加傾向を示しているに
もかかわらず、研究テーマとしては殆ど着目されてこなかったことが浮き彫りになる。 
図 12 表８：人口 10 万人あたりの補導・検
挙人数の推移（単位：人） 
出典：総務省統計局「第４表 年齢（各歳），
男女別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人
口（大正 9 年～平成 12 年）」および「28
－３ 一般刑法犯犯罪少年の罪名，年齢別




出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 117 827 911
1943年1944年 240 809 777
1945年1946年 283 737 766
1947年1948年 262 643 652
1971年1972年 102 112 108
1973年1974年 68 108 116
























出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 464 3,268 3,512
1943年1944年 938 3,110 2,982
1945年1946年 882 2,289 2,377
1947年1948年 1,254 3,080 3,077
1971年1972年 409 447 431
1973年1974年 280 445 476





































図 13 表９：実数からみた凶悪犯人数の推移 
出典：総務省統計局「28－３ 一般刑法犯犯
罪少年の罪名，年齢別検挙及び補導人員
（昭和 11 年～平成 16 年）」より作成。 




歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）
－総人口（大正 9 年～平成 12 年）」お
よび「28－３ 一般刑法犯犯罪少年の
罪名，年齢別検挙及び補導人員（昭和




出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 5 36 38
1943年1944年 10 33 31
1945年1946年 9 24 24
1947年1948年 13 32 31
1971年1972年 3 4 3
1973年1974年 2 4 4
1975年1976年 2 4 4
図 15 表 11：当該年齢層 100 万人当たりの人数
でみた凶悪犯人数の推移（単位：人） 
出典：総務省統計局「第４表 年齢（各歳），男女
別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人口（大正
9 年～平成 12 年）」および「28－３ 一般刑法
犯犯罪少年の罪名，年齢別検挙及び補導人員








発世代と比すると低水準で推移している。団塊ジュニア世代は、14 歳と 15 歳
時点では少ないが、16 歳以上になると凶悪犯が増加する。補導・検挙率では低
下しているのとは対照的である。 





図 15 からは、世代での差異が読み取れる。人口 100 万人あたりでデータを見
ると、団塊ジュニア世代では低水準で推移していることがわかる。少年凶悪犯












































































                                                   
15 ライフコース理論を用いての犯罪学研究は、『犯罪学〔第５版〕』（リリー 2013）でも、














































































































































数は、2002 年の 1,364 人から 2009 年の 2,194 人へと 7 年間で 1.6 倍へ増加し
た。特に 40 歳代後半からの単身男性が高リスクであった。また、（独）都市再
生機構（旧日本住宅公団）による賃貸住宅での孤独死数は、統計を取り始めた








2010 年、そして未来の 2050 年と、40 年間隔で変化をみたものである。国立社
会保障・人口問題研究所（以下、人口研）1によると、日本の人口は 2010 年の
１億２千７百万人から 2050 年には９千５百万人近くにまで約 25％が減少する
と推計されている。 
図２：もしも日本が 100 人の社会だったら2  （単位：人） 
                                                   
1 2006 年 12 月、出生中位 （死亡中位） 推計による。 



















































                                                                                                                                                     
層とした。 
3 労働力調査特別調査は、2002 年以降、労働力調査に統合されている。 
【今日の社会的弱者の特徴】 
 
(1)身    体：障がい者  (2)年  齢：高齢者、子ども、＋α若者 

























表１：正規雇用と非正規雇用の推移         （単位：％） 
西暦 
全体 男性 女性 
正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 
1984 年 84.7 15.3 92.3 7.7 71.0 29.0 
1990 年 79.8 20.2 91.3 8.7 61.9 38.1 
2013 年 63.8 36.2 79.8 20.9 44.6 55.4 
出典：「労働力調査特別調査（1984～2001 年）」、「労働力調査（詳細集計 2002 年～）」より作成。 
備考：非正規雇用率は、1984 年より統計をとり始めた。 























が上回るのは女性に顕著であり、その時期は 1970 年では 65 から 69 歳、1990





は夫よりも約 10 年長生きであり、高齢女性は夫が他界した後に約 10 年ひとり
で過ごす可能性が高い。既婚者もひとりぼっちになるリスクは高いのである。 
                                                   

















































































































































































































































































































































































































































































































































































図４：1970 年男性             図５：1970 年女性 
図６：1990 年男性             図７：1990 年女性 







 日本は 2007 年に全人口に占める高齢者の割合（高齢化率）が 21％を超えて
超高齢社会の時代に到達した5。図 10 の通り、平均寿命は、1930 年から 2010
年までの 80 年間で、人生 50 年の時代から人生 80 年の時代へと 30 年も伸長し
た。将来的には、人生 90 年の時代を通り越して人生 100 年の時代に近づく可能














年には約 78 万５千人だが 2006 年には 350 万人近く約 4.4 倍にまで増加してい
る。とりわけ内部障害の増加が顕著である。年齢別にみた身体障がい者比率（図
12）をみると障がい者の過半数が 70 歳代以上の高齢者であることがわかる。 













































図 12：年齢別にみた身体障がい者比率（2006 年） 
出典：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課『平成 18 年身体障害児・者実態調 
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ると、1992 年には 14.1％だったのに対して、2006 年は 28.1％になっている。












健康パターン 人生軌跡のタイプ 比率 
ずっと良い健康 高水準維持 36％ 
人生の末期に低下 最後で右下がり 25％ 
低下と回復 Ｖ字回復 22％ 
右肩下がり 右肩下がり 14％ 
ずっと不健康 低水準維持  3％ 






































































2002年 589.3万円 212万円 36.0% 162万円 390万円 66.2% 














                                                   






















人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 1,323 325
％ 59.4% 8.6% 11.7% 5.7% 3.9% 1.4% 3.1% 1.3% 5.0% 100.0%





































                                                   

















































 各種データを照合すると、もしも日本が 100 人の社会だった場合、一億総中流と




2000 年代に鮮明になるのは、上層が 10 人から 20 人へと富裕層が倍増した点





加していることである（David 2004, Woo 2007）。 
図 13：1970 年代と 2000 年代の階層意識の概念図 
 
２．国民生活基礎調査による意識 
 国民生活基礎調査によると 1998 年以降は生活が「苦しい」と回答する者が「普
通」を上回ると同時に過半数になっている11。2010 年代以降は「苦しい」と回答
                                                   












































































































































































































































ベック(1986＝1998, 1994＝1997, 2002&1997＝2010, 2011)は、リスク社会と
いう概念を用いて、近代化を産業革命によって基幹産業が変化し、それに伴っ
て生活の諸側面が変化する段階、次いで富を生み出す産業自体によって逆に負
                                                   
13 この変化の波については、トフラー, A.（Toffler 2006=2006）の文献を参照されたい。 





































17 この経緯および成果については、『ライフコースと世代』（森岡清美, 青井和夫編 1985）
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